 保安第1339号
平成24年9月10日　
各消防本部消防長　様
大阪府政策企画部危機管理室保安対策課長
　
火薬類取締法の譲渡等許可申請における実務の取扱いについて（通知）
標記について、市町村への権限移譲後の取扱いを下記のとおりとしますので通知します。
記
	申請項目
	申請窓口
	根拠法令

	譲渡許可申請
	申請者の住所地を管轄する市町村
	火薬類取締法施行規則第３５条

	譲受許可申請
	消費地を管轄する市町村（消費地が２つ以上あるときは、その主たる消費地を管轄する市町村）
	火薬類取締法施行規則第３６条

	消費許可申請
	消費地を管轄する市町村（消費地が２つ以上あるときは、それぞれの消費地を管轄する市町村）
	火薬類取締法施行規則第４８条


※なお、建設用びょう打ち銃用空包に係る譲受許可申請については、平成23年2月4日付け保安第1662号「火薬類取締法の建設用びょう打ち銃用空包に係る譲受許可実務の取扱いについて」に基づくものとする。

火薬類取締法における譲渡・譲受の申請窓口の考え方について（参考）
	申請項目
	現　　行
	変更（通知）内容

	譲渡許可申請
	火薬類の所在地を管轄する市町村
	※2
申請者の所在地を管轄する市町村

	※1
譲受許可申請
	申請者の所在地が府内の場合は、申請者の所在地を管轄する市町村
	申請者の所在地が府外の場合は、消費地を管轄する市町村
	消費地を管轄する市町村


※1　なお、建設用びょう打ち銃用空包に係る譲受許可申請については、平成23年2月4日付け保安第1662号「火薬類取締法の建設用びょう打ち銃用空包に係る譲受許可実務の取扱いについて」に基づくものとする。
※2　申請者の所在地が、市町村へ権限移譲をしていない都道府県の場合は、その所在地を管轄する都道府県。
　
所　属　保安対策課保安グループ
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